
   

鮭川村告示第４１号 

 

令和６年度鮭川村特殊詐欺防止機能付電話機等購入費補助金交付要綱を次のように定める。 

 

令和６年４月１６日 

鮭川村長 元木 洋介    

 

令和６年度鮭川村特殊詐欺防止機能付電話機等購入費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、村内における特殊詐欺及び悪質な電話勧誘販売による消費者被害の未

然防止を目的として、迷惑電話防止機能を有する電話機及び機器（以下「電話機等」とい

う。）を購入する費用に対し、鮭川村補助金等の適正化に関する規則（昭和４７年規則第５

号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、予算の範囲内において補助金を交付す

ることについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号の定めるところによ

る。 

（１）特殊詐欺 電話その他の通信手段を用いて、指定した預貯金口座に現金を振り込ま

せる等の方法により、不特定多数の者から現金等をだまし取る犯罪被害をいう。 

（２）電話機等 電話の着信時に、当該電話機の電話番号に架電した者に対し、自動で通

話内容を録音する旨の警告メッセージを流した後、通話内容を自動で録音する機能を

有する特殊詐欺を防止するための固定電話機（ファックスを含む）又は固定電話機に

取り付ける機器で、村長が認めたもの。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号の要件をすべて満たすものとす

る。 

（１）補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、本村に居住し、か

つ補助金交付申請時において、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）により記

録されている、満１８歳以上の者であること。 

（２）対象機器を購入後、本村内において電話機等を設置及び迷惑電話防止機能等を適切

に設定し、それを村長が確認することに同意した者であること。 

（３）機器の設置後に生じた迷惑電話による損害について、村が一切の責任を負わないこ

とについて了承した者であること。 

（４）村税等（各種保険料・使用料を含む）に滞納がない世帯。 

（５）申請者及びその世帯員が、過去にこの要綱による補助金の交付を受けていないこと。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条



   

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴

力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下、「補助対象経費」という。）は、電話機等の購入に要

した費用（その設置に要する費用、付随するサービスの加入及び利用に要する費用等は除

く。）とする。 

２ 補助の対象となる電話機等は、未使用のもので、１世帯につき１台に限る。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に５分の４を乗じて得た額（当該額に１，０００円未

満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。ただし、当該額が１０，０００円

を超えるときは、１０，０００円とする。 

（補助金交付の申請手続） 

第６条 申請者は、鮭川村特殊詐欺防止機能付電話機購入費補助金交付申請書兼実績報告書

（様式第１号）に次の必要書類を添えて、令和７年２月２８日までに村長に提出しなけれ

ばならない。 

（１）電話機等の購入時の領収書（申請者の氏名、品名、事業者名、日付の記載があるも

の）の原本又は写し 

（２）購入した電話機等のカタログ又は取扱説明書の写し 

（３）その他村長が必要と認める書類 

（交付決定及び額の確定） 

第７条 村長は、前条の規定による申請があったときは、その内容等を審査し適当と認めた

ときは、速やかに交付の決定をするとともに、その額を確定し、令和６年度鮭川村特殊詐

欺防止機能付電話機等購入費補助金交付決定通知書兼確定通知書（様式第２号）により、

申請者に通知するものとする。 

２ 村長は、前項の規定により補助金交付の決定をする場合において、次のとおり条件又は

指示を付けることができる。 

（１）補助金交付規則及びこの要綱を遵守すること。 

（２）補助金交付の対象となった電話機等を他人に転売、譲渡、又は目的に反して使用し

ないこと。 

（３）村長が行う調査又は資料の提出の求めに対し、誠意を持って応じること。 

（補助金の交付） 

第８条 村長は、前条の規定により補助金の額を確定したときは、補助金を交付するものと

する。 

（交付決定の取消し） 

第９条 村長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該交付決定を取り消すものとし、

交付確定金額の全部若しくは一部を取り消すことができる。 

（１）虚偽又は不正の手段により補助金の交付を受けたことが判明したとき。 



   

（２）第７条の規定による交付決定の日において、第３条で定める補助対象者に該当しな

くなったことが判明したとき。 

（３）前各号に掲げる場合のほか、村長が補助金の交付が不適当であると認める事情があ

るとき。 

（４）この要綱の規定に違反したとき。 

（補助金の返還） 

第１０条 村長は、前条の規定により交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交

付されているときは、期限を定めて返還を命じることができる。 

（使用状況の調査） 

第１１条 村長は、必要と認めるときは、補助金の交付を受けた電話機等の使用状況等につ

いて調査することができる。 

（財産処分の制限） 

第１２条 補助金の交付を受けて取得した電話機等は、法令等の規定に基づき適正に管理し、

補助金交付申請日から起算して１年間は、補助金交付の目的に反して使用、譲り渡し、交

換、貸し付け、売却又は廃棄等の処分をしてはならない。 

（その他） 

第１３条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

 


